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1°はじめに
日本は世界の中でも非常に地震の多い国であり、たびた
び大きな被害を受けている。
平成23年３月１１日の東ロ本大震災は地震の規模も範囲
も大きく、さらにそれによって生じた津波により多くの
犠牲を出した。地震による直接被害が少なく、津波被害
のなかった内陸地域においても、停晒や|析水による影響
があった。また、高速道路の被害および交通規制、鉄道
の地上設備被害なども非常に広い範囲にわたっており、
食品の入手が通常に戻るまでにかなりのⅡ数を要した。
平成７年の阪神･淡路大震災､平成１６年の新潟中越地震
など、大きな震災があるたびに防災や備蓄品についての
意織が高まるが、時間の経過とともにその意識は希薄に
なってしまうことが多い。
行政Ｉ)や病院などにおいては危機管珊マニュアル等が
あり、規定量の食品を備蓄しているところや緊急時の入
手経路についても取り決めているところもあるが、個々
人においてはどのような状況であったのか。本研究では
各家庭の食品の備蓄状況と入手状況についてアンケート
調査を実施したので報告する。
2.方法
2.1．調査期間および調査対象
平成２３年７月から８月に岩手県立大学磯岡短期大学部
の学生５０名（１年生２６名、２年生２４名）を対象として、
調査用紙（以後、本調査）を配布した。また、１０１１に同
対象省に対し、補足調査を行なった。ｉ淵杏前に学生に対
して説明を行い、記名は任意とし、２年生は当HIEll収、１
年生は回収ボックスを設置し回収した”
本調査の回収数は５０人（|い'収率100％）、補足訓沓は
４９人（同98.0％）であった。
2.2.調査内容
2.2-1.本調査
震災時の食生活に関するアンケートでは①震災時の所
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在地（実家以外の|'|宅、実家、寮、親戚・友人宅、屋内、
屋外など、市町村名）、震災時の状況（記述・任意）、
震災後一週間の生活場所、ライフラインの状況など、所
在状況についての６頃Ｈ、食砧の在庫状況、非常食の有
無、入手困難だった食IY1、食品購入時に困ったことや経
験したこと、非常時に必要だと思った食品など、食環境
について８項'１、その他２項目の計１６項目である。
2.2-2.補足調査
非常食だと思う食品（飲料含む）について、米、アルフ
ァ米、乾麺、パン、コーンフレーク、粉物（小麦粉など）、
栄養補助食品（カロリーメイトなど）、カップラーメン、
乾パン、根菜類、根菜瓶以外の野菜、バナナ、かんきつ
類、バナナとかんきつ頬以外の果物、乾物（切干大根な
ど）、調味料、漬物、缶詰、レトルトパウチに入った食
品、自然解凍の冷凍食,Y,、レンジで解凍する冷凍食品、
お湯で解凍する冷凍食品、カレーなどのルー、インスタ
ントスープ（粉や練り物状）、パスタなどのソース、菓
子、水、清涼飲料水の２８１M,目より選んでもらった．
2.3.分析
統計解析ソフトはlBMSPSSStatisticsl9を使用した。
3.結果および考察
3.1．震災時の所在と生活場所の状況
震災時にいた場所は実家が最も多く（40.8％）、施設等
の屋内（26.5％）など、建物内にいた者が83.7％であった
（図１）。
対象者の多くは内陸地域で地震に遭っており、８人
（16.3％）が太平洋沿峠で鯉災を経験していた。
震災後一週間の生活場所は､春休み期間中であったこと
もあり、寮で生活した者はなく、実家が85.7％とほとんど
であった。その他としては、大学や県外の宿泊先、沿岸
部の避難所などが挙げられた（表ｌ）。また、大学やホテ
ルで数日過ごした後、実家などに移動した者もいた。
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